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安心こども基金に対する緊急要望（提案）

　平素から本府福祉行政の推進に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

安心こども基金については、平成20年度第2次補正予算において、「新待機児童ゼロ作戦」による保育所の整備や認定こども園等の新たな保育需要への対応、及び保育の質の向上のための研修などを実施し、子どもを安心して育てることができるような体制整備を行うことを目的として創設されました。

その後も、21年度第1次、第2次補正予算等にて、緊急経済対策の趣旨等も踏まえ、基金対象事業の拡充や積み増しが実施されたところであり、その目的は誠に適切、かつ時宜を得たものと考えます。
　しかしながら、当該基金は、国が対象事業の条件や金額を細かに定める等、旧態然たる仕組みとなっており、大阪府をはじめ、各都道府県において、事業区分によっては、多額の執行残額が発生することとなっています。
これは、地方分権の観点のみならず、効果的な予算活用、そして迅速な経済対策という観点からは、誠に遺憾であると言わざるを得ません。

　　　 つきましては、こうした点を踏まえ、当該基金が一層有効に活用され、待機児童の解消をはじめとする、基金の設置目的を十分発揮させるものとなりますよう、下記の３点を強く要望いたします。

記

１　「子ども・子育てビジョン」(平成22年1月29日閣議決定)を確実に推進するためにも、基金の事業実施期間を延長するとともに、補助対象要件を緩和すること。

２　国からの配分額は、事業区分ごとに使途が制限されているが、地方自治体が抱える地域のニーズの多様化等に対応するために、地方自治体の裁量を大幅に認めること。
３　「ひとり親家庭等への支援の拡充」については、在宅就業という対象範囲に限定せず、幅広く地域の実情にあわせて就労支援を実施できる等、補助対象要件を緩和するとともに、基金財源のみの事業実施を認めること。







